	令和　　　　年度
指定認知症対応型共同生活介護
指定介護予防認知症対応型共同生活介護
実地指導事前提出調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（作成日　令和　　年　　月　　日）
事業所名
（介護予防）
記入者職・氏名
三春町保健福祉課



１　事業の運営方針及び基本理念
　１　利用者処遇に関する方針
　２　職員処遇に関する方針
　３　サービスの特徴等について
　４　その他 
　　　（家族との交流及び地域との連携方針等）
※　運営方針が記載されているパンフレットを添付している場合は、記入不要。
２　職員に関する調べ
  ※　事業所で作成している職員名簿等の既存資料（勤務実績表等と内容が同一である場合も含む）がある場合は，この「職員に関する調べ」の作成に代えて，職員名簿を提出すること。（ただし，記載内容を満たさない場合は手書き等により追記すること。）              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       　　  
（１）職員の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準日（令和　　　年　　　月　　　日）現在
	氏　　名
	当該事業所
における
職　　　種
	兼務先
及び職種
	Ａ　職員の１週間の勤務時間
	Ｂ＝Ａ÷Ｃ（小数点以下第２位まで）
	当該事業所で
勤務を始めた日
	現在の職種に
就いた日
	辞令交付
又は
雇用通知
	資格及び資格取得年月日
（事業所保管の写しで確認）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	名
	
	
	
	
	
	
	
	


	Ｃ：就業規則で定めた
１週間の勤務時間
	時　間
	
	夜間及び
深夜の時間帯
	～


　記入要領
１　職員名簿等の既存資料がある場合は、当該資料の利用可（ただし、上記の記載内容を満たさない場合は手書き等により追記すること。）。
２　記載に係る職員の勤務実績表（宿直や夜勤の実績が明確になっているもの）について、基準月の前々月から基準月までの３か月分を添付すること。
３　複数ユニットの事業所の場合は、ユニット別に分けて記入すること。
４　「兼務先及び職種」欄は、当該事業所だけでなく、他の事業所の職務に従事している場合にも記入すること。併設事業所の場合は、と記入すること。
５　管理者と計画作成担当者を兼務している場合等は、２段書きとして、それぞれの職種における勤務時間を記入すること（併せて介護職員を兼務している場合も同様。）。
６　職種は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第３４号）」の人員に関する基準で規定されている職種を記入すること。
　　「Ａ　職員の１週間の勤務時間」欄は、事業所における職種別の勤務時間を記入すること。
なお、勤務形態が２週間で４時間勤務等、不規則な勤務シフトの場合は、１週間の勤務時間に換算すること。
７　「Ｃ就業規則で定めた１週間の勤務時間」には、宿直等の勤務時間を含めないこと。
８　「辞令又は雇用通知」欄は、従業者の任免を書面で行っていない場合は「無」と記入すること。
９　「資格等」欄には、資格及び資格取得年月日のほかに、認知症介護実践者研修を受講済みの場合はその旨及び受講年月日を記入すること。
 （記入例）　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準日（平成　　年　月　日）現在
	氏　　名
	当該事業所
における
職　　　種
	兼務先
及び職種
	Ａ　職員の１週間の勤務時間　
	Ｂ＝Ａ÷Ｃ（小数点以下第２位まで）
	当該事業所で
勤務を始めた日
	現在の職種に
就いた日
	辞令交付
又は
雇用通知
	資格及び資格取得年月日（事業所保管の写しで確認）

	○○　○○
	管理者
	当該事業所
	２０時間
	０．５
	Ｈ１２．４．１
	Ｈ１２．１０．１
	辞令
	社会福祉士　Ｈ１２．５．１
実務者研修基礎課程
Ｈ１４．２．１９

	〃
	計画作成担当者
	
	２０時間
	０．５
	―
	―
	辞令
	　　　　―

	△△　△△
	介護従業者
	―
	２４時間
	０．６
	Ｈ１３．６．２
	Ｈ１３．６．２
	辞令
	ヘルパー研修２級
Ｈ６．４．１
実務者研修専門課程
Ｈ１４．２．３

	　　□□　　□□
	介護従業者
	―
	１６時間
	０．４
	―
	―
	雇用通知
	―


	Ｃ：就業規則で定めた
１週間の勤務時間
	４０　時　間
	
	夜間及び
深夜の時間帯
	２１：００～６：００


（２）職員の採用の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）職員の退職の状況
	採用年月日
	氏　　　名
	職　　　種
	
	退職年月日
	氏　　　名
	職　　　種
	退職理由

	　平成　年　月　日
	
	
	
	平成　年　月　日
	
	
	

	平成　年　月　日
	
	
	
	平成　年　月　日
	
	
	

	平成　年　月　日
	
	
	
	平成　年　月　日
	
	
	

	平成　年　月　日
	
	
	
	平成　年　月　日
	
	
	

	平成　年　月　日
	
	
	
	平成　年　月　日
	
	
	


　　※前年度から基準月までの状況を記入すること。
３　前年度利用者実績調べ
	
	利用者延数
Ａ
（人）
	営業日
Ｂ
（日）
	前年度平均
利用者数
Ｃ＝Ａ÷Ｂ　　　　（人）
（小数点第２位以下を切り上げ）

	4月
	
	
	

	5月
	
	
	

	6月
	
	
	

	7月
	
	
	

	8月
	
	
	

	9月
	
	
	

	10月
	
	
	

	11月
	
	
	

	12月
	
	
	

	1月
	
	
	

	2月
	
	
	

	3月
	
	
	

	合　計
	
	
	


※１　複数のユニットで営業している場合は、ユニット別に作成すること。
２　新設又は増減床があった場合は、老企第２５号第２の２の（５）の②に基づき、新設又は居室増から６月未満の場合はベッド数の９０％、６月以上１年未満は直近6月に
おける全入居者延べ数を６月間の日数で除した数、１年以上経過している場合は直近１年間における全入居者延べ数を1年間の日数で除した数を記入すること。
  ３　入院期間及び外泊期間中（居宅サービス費を算定しない期間）は、入居期間に含めないこと。
  ４　「利用者延数」欄には、要介護者でない同居人は含めないこと。
４　各種書類等の整備状況　
	
	事業目的
運営方針
（事業所の名称も含む）
	サービス内容、
利用料
(交通費実費等も含む)
	従業員の職種、員数
職務内容
	入居定員
	入居にあたっての留意事項
	非常災害対策
	事故発生時の対応方法
(関係機関への報告、損害賠償等)
	苦情処理の体制(ながれ,受付担当者,解決責任者、第三者委員等)

	運営規程
	
	
	
	
	
	
	
	

	重要事項説明書
	
	
	
	
	
	
	
	

	掲示内容
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　網掛けがない欄は必須項目、網掛けがある欄は任意項目とし、記載がある場合は「○」、記載がない場合は「×」を記入すること。
２　必須欄が「×」の場合は、実地指導当日までに改善又は具体的な改善の方針を提示できるよう準備すること。
５　サービス利用申込と提供の状況（平成　　年４月から基準月まで）
	サービスを提供しなかった（できなかった）理由、件数
	事後の対応等

	（１）　入院治療を要するため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（２）　入居者が定員に達しているため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（３）　その他
                                （　　　　　　　　　　）件
	（提供できない理由及び事後の対応）



６ 利用料の状況
	項　　　　　目
	単　　　　　価
	基準月の前々月
年　月
	基準月の
前月
年　月
	基準月
年　月
	摘　　　　　　　　要

	
	
	人
	人
	人
	


· 　家賃、光熱水費、日用品費の内訳及び積算根拠を摘要欄に記載するか、又は別紙で添付すること。
（ 記載例 ）
	項　　　　　目
	単　　　　　価
	基準月の前々月
年　月
	基準月の
前月
年　月
	基準月
年　月
	摘　　　　　　　　要

	食材料費
理美容代
おむつ代
その他の日常生活費
  ○○○代
家賃
光熱水費
	円／食
円／回
円／枚
円
円／日
円／日
	人
	人
	人
	その他の日常生活費については、「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成１２年３月３０日老企第５４号）」に規定されるものであり、個別に内訳（○○、○○代…・・）を記載すること。なお、その費用について、利用者の同意を得て実費を随時に徴するものではなく、１月若しくは１日単位で施設が定めた単価で徴するもの（日用品費　１日１５０円など）については、その単価の積算根拠を記載すること（任意の様式で別紙を添付しても可）。


７　職員研修の状況　（前年度）
※事業所で作成した既存資料（研修実績の一覧表等）がある場合には，この「職員研修の状況」の作成に代えて，既存資料を提出すること。
	開催年月日
	
	主催者
	開催地
	開催期間
	事業所からの参加職種
	事業所の
参加人数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


· 　内部研修の場合は、主催者，開催地の記入は不要。
８ 職員会議等（処遇会議等各種会議及び各種検討会等）の実施状況  （前年度）
※事業所で作成した既存資料（研修実績の一覧表等）がある場合には，この「職員研修の状況」の作成に代えて，既存資料を提出すること。
	会議等の名称
	参加職種
	実施状況
(回/月,随時等)
	記録の　有無
	主な内容

	
	
	
	有　・　無
	

	
	
	
	有　・　無
	

	
	
	
	有　・　無
	

	
	
	
	有　・　無
	


９　職員の健康診断の状況
	
	実施年月日（予定日）
	受診者数（予定者数）
	二次検診
	未受診者の取扱

	前年度
	
	名
	名
	

	今年度
	
	名
	名
	


　　※今年度の予定については（）書きで記入すること。
１０　秘密保持等
（１）　守秘義務に関する事業所の措置
	
	規定の方法
	退職後の守秘義務の規定の有無

	正規職員
	
	有　　　・　　　無

	臨時・非常勤職員
	
	有　　　・　　　無

	ボランティア等
	
	有　　　・　　　無


（２）　個人情報保護に関する事業所の措置
	個人情報取扱事業者の該当の有無
	プライバシーポリシー及び個人情報保護規程の策定、公表の状況
	責任体制の確保（個人情報保護管理者の設置等）の状況
	従業者の啓発（研修の実施等）

	有　　　・　　　無
	
	
	


１１　非常災害対策の状況
（１）　防災設備等の状況
    消防計画の届出　　　　　　　年　　　　月　　　　日
   ・防火管理者
     職　　　　　　　　　　 　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２　）各種防災訓練の実施状況
	区　　　　　分
	実施回数
	実施月
	消防署への事前
　　通　　　　報
	消防署の立会
	記　　　録

	
	
	
	
	
	

	避難訓練
	＜　＞

	＜　＞

	有（　　　回）・　無
	有（　　　回）・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	消火訓練
	＜　＞

	＜　＞
	有（　　　回）・　無
	有（　　　回）・　無
	有　・　無

	通報訓練
	＜　＞

	＜　＞
	有（　　　回）・　無
	有（　　　回）・　無
	有　・　無


  ※１　前年度1年間の実施状況を記入するとともに、＜＞内に本年度の実施状況回数及び実施月（予定を含む）を記入すること。
  ２　総合訓練として実施した場合は、上記の区分に従って記入すること。
（３　）緊急時連絡網等の整備状況
    ・自動転送システムの設置　　　　　　　　 有　・　無
    ・緊急時連絡網の整備　　　　　　　　　 　 有　・　無
（４）　消防署の立入検査の状況
	実施年月日
	指　　　　　導　　　　　指　　　　　示　　　　　等　　　　　の　　　　　内　　　　　容

	
	（文書）
（口頭）

	
	

	
	（上記に対する改善措置）


１２　衛生管理
（１）　感染症の把握
	感染症患者
	把握方法
	病　　　名
	処遇方法

	有　　（　　　　　　　）名　・　無　　・　把握せず
	
	
	

	
	
	
	


（２）浴槽の状況
	
	浴槽及び給湯設備の仕様
	遊離残留塩素濃度測定実施及び記録の有無
	末　　　　端
給湯栓温度
	清掃回数
	レジオネラ属菌
検査実施年月日
	備　　　　　考

	浴槽
	循環式
	測定実施　（　有　・　無　）　記録　（　有　・　無　）
	
	回／週
	
	

	
	それ以外
	
	
	回／週
	
	

	給湯設備
	貯湯タンクあり
	
	℃
	回／年
	
	

	
	貯湯タンクなし
	
	℃
	
	
	


※１　「浴槽及び給湯設備の仕様」欄には、該当する方を○で囲むこと。また、施設内で異なる仕様の設備を有する場合は、備考欄を利用し区別すること。
２　「清掃回数」欄は、浴槽については浴槽の全換水を行う１週間あたりの回数を、給湯設備については貯湯タンクの１年間あたりの清掃回数を記入すること。
　「レジオネラ属菌検査実施年月日」欄は、基準日までの直近の検査実施年月日を記入すること。実施していない場合は「未実施」と記入すること。
１３　協力医療機関の状況（歯科医療機関も含む）
	
	
	施設からの距離

	
	
	㎞

	
	
	㎞


１４　利用者からの苦情処理状況　（平成　　年４月から基準月まで）
（１）　処　理　体　制
	苦情受付担当者
	苦情解決責任者
	第三者委員
設置の有無
	第三者委員の氏名・職業等
（設置している場合に記入）
	利用者等への周知の方法

	(職名)　　　　(氏名)
	(職名)　　　　(氏名)
	有・無
	
	


（２）　処　理　状　況
	
	受付年月日
	申立者と利用者
の関係
	苦情内容
	処理年月日
	処理方法及び結果

	事業所の相談窓口に
寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	運営適正化委員会
を通じて寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	国民健康保険団体連合会、
市町村等を通じて
寄せられた苦情
	
	
	
	
	


※１　記入によらず、苦情処理簿等の写しを添付することも可。
２　居宅介護支援事業所等を経由して寄せられた苦情も記入すること。
３　「処理方法及び結果」欄について、第三者委員を設置している場合は、報告の有無も記載すること。
１５　事故発生時の対応等
（１）　事故の記録等　（平成　　年４月から基準月まで）
	事故発生年月日
	事故の概要及び受傷等の状態
	報告年月日
	処理結果及び再発防止策
（職員に対する周知方法も含む）

	
	
	家族等
	市
	

	
	
	
	
	


· 　記入によらず、事故処理簿等の写しを添付することも可。
（２）　事故の予防　（事故の防止対策の具体的な内容を記入する。）
	ヒヤリハット事例等の把握の有無
	検討委員会の有無
	対　策　を　講　じ　た　事　例

	有　　　・　　　無
	有　　　・　　　無
	


１６　介護報酬の請求状況
（１）　請求件数（複数ユニットの事業所の場合は、ユニット別に記入）
	　　　　　　　　国保連請求月
内　　訳　　　　　　
	　　　　年　月
	　　　　年　月
	　　　　年　月
	摘　　　　　　　要

	当月分（前月にサービスを提供した分）請求件数
	（　月提供分）
件
	（　月提供分）
件
	（　月提供分）
件
	

	月遅れ請求件数
	件
	件
	件
	

	過誤調整分
	件
	件
	件
	


（２）　加算減算の状況（基準月の前々月から基準月までの３か月間の利用者について記入）
	体制（一律）的な加算減算関係
	個別に算定される加算減算関係
	備　　　　　　　　考

	 ・定員超過利用（減算） 　　　　　　      （ 有  ・　 無 ）
 ・人員基準欠如（減算）  　 　　　　　    （ 有 　・　 無 ）
　　理由（　病休・産休育休・研修・その他　　　　　　　　　　）
	・初期加算                 （  有  ・ 無  ）
・医療連携体制加算　　　　　  （  有  ・ 無  ）
	介護給付費の割引を行っている場合
・割引率　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　％）
・適用条件（時間帯，曜日，日時）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


１７　サービス利用者一覧表　（基準月の前々月から基準月までの３か月間の利用者について作成）
※　利用者名簿等既存の資料がある場合は，この「サービス利用者一覧表」の作成に代えて，既存資料を提出すること。
（ただし項目を満たさない場合は，手書き等により追記すること）
	番号
	氏　　　　　名
	年齢
	要
介
護
度
	負
担
軽
減
	住　　　　　　　　　所
（市町村から記入）
	居宅介護支援事業所名
	居宅サービス計画書
入手
	利用開始
(終　了)
年月日
	直近の
介護計画
作成年月日
	利
用
回
数
	加算・減算の内容

	1
	【記載例】
郡山○○
	80
	3→4
	
	郡山市○○12-2
	○○居宅介護支援事業所
	・無
	Ｈ24.4.1
（Ｈ26.5.1）
	Ｈ26.4.1
	2
	

	
	
	
	
	
	
	
	有　・　無
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	有　・　無
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	有　・　無
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	有　・　無
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※１　利用者には要支援者も含むこと。
２　「年齢」及び「要介護度」について，記載対象期間中に変更があった場合は，変更前と変更後の内容を併記すること（例　年齢「６７→６８」，要介護度「３→２」等）。
３　「負担軽減」欄には，社会福祉法人の減免の場合は“社”と，生活保護法による介護扶助を受けている場合は“生”，その他の公費負担による軽減がある場合は“他”と記入すること。
４　「居宅サービス計画書入手」欄は，居宅サービス計画書第１表，第2表，第3表，第6表及び第7表の全部を入手している場合は「有」，１つでも未入手の場合は「無」に○をつけること。なお，要支援者の場合は，「介護予防サービス計画書」と読み替えること。
５　「利用回数」欄には資料作成月前の１箇月の利用回数を記入すること。
６　「加算・減算の内容」には，利用者の個別の加算・減算について記入すること。
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